
 
令和３年度香川県障害福祉サービス施設・事業所等における 

感染防止対策支援事業費補助金交付要綱 

 

（通 則） 

１ 令和３年度香川県障害福祉サービス施設・事業所等における感染防止対策支援

事業費補助金については予算の範囲内において交付するものとし、補助金等に係

る予算の執行の適正化に関する法律（昭和 30 年法律第 179 号。以下「適正化法」

という。）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和 30 年政

令第 255 号）及び香川県補助金等交付規則（平成 15 年香川県規則第 28 号）の規

定によるほか、この交付要綱の定めるところによる。 

 

（交付の目的） 

２ この補助金は、障害福祉サービス施設・事業所等に対し、衛生用品等の購入に

必要な経費の一部を補助することにより、新型コロナウイルス感染症の感染防止

対策を支援し、もってサービス提供体制を確保することを目的とする。 

 

（交付の対象） 

３ この補助金は、令和３年 12 月 22 日障発 1222 第２号厚生労働省社会・援護局障

害保健福祉部長通知の別紙「新型コロナウイルス感染症に係る障害福祉サービス

事業所等に対するサービス継続支援事業実施要綱（追加協議分）」中、３（４）障

害福祉サービス施設・事業所等における感染防止対策支援事業に該当する事業を

交付の対象とする。 

 

（交付額の算定方法） 

４ 補助金の交付額は、次により算出された額の合計額とする。ただし、算出され

た額に 1,000 円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てるものとする。 
（１） 別表１の第２欄に定める基準額と総事業費から寄付金その他の収入額（実

施主体が社会福祉法人等の営利を目的としない法人の場合は寄付金収入額を

除く。）を控除した額とを比較して少ない方の額 
（２）（１）により選定された額に、第４欄に定める補助率を乗じて得た額を交付額

とする。 
 

（申請手続） 

５ この補助金の交付の申請は、第１号様式による申請書に関係書類を添えて、別

途定める日までに知事に提出して行うものとする。 

 

（交付決定までの標準的期間） 

６ 知事は、５に定める申請書が到着した日から起算して原則として２月以内に交

付の決定（決定の変更を含む。）を行うものとする。 

 

（交付の条件） 

７ この補助金の交付の決定には、次の条件が付されるものとする。 

（１） 事業の内容の変更（軽微な変更を除く。）をする場合には、知事の承認を受

けなければならない。 



 
（２） 事業を中止し、又は廃止する場合には、知事の承認を受けなければならな

い。 

（３） 事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難になった場合

には、速やかに知事に報告してその指示を受けなければならない。 

（４） 事業により取得し、又は効用の増加した不動産及びその従物並びに事業に

より取得し、又は効用の増加した価格が単価 30 万円以上の機械、器具及びそ

の他の財産については、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和 40 年

大蔵省令第 15 号）（以下「耐用年数等省令」という。）で定める期間を経過す

るまで、知事の承認を受けないで、この補助金の交付の目的に反して使用し、

譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、又は廃棄してはならない。 

（５） 知事の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場合には、そ

の収入の全部又は一部を県に納付させることがある。 

（６） 事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業完了後にお

いても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運営を

図らなければならない。 

（７） 補助事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告により補助金に係る消費

税及び地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合（仕入控除税額が０円

の場合を含む。）には、第２号様式により速やかに、遅くとも補助事業完了日

の属する年度の翌々年度６月 30 日までに、知事に報告しなければならない。 

なお、補助金に係る仕入控除税額があることが確定した場合には、当該仕

入控除税額を県に返還しなければならない。 

（８） 補助対象事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及

び支出について証拠書類を整理し、当該帳簿及び証拠書類を補助金の額の確

定の日（事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、その承認を受けた日）

の属する年度の終了後５年間保管しておかなければならない。ただし、補助

対象事業により取得し、又は効用の増加した価格が単価 30 万円以上の財産が

ある場合は、前記の期間を経過後、当該財産の財産処分が完了する日、又は

耐用年数省令で定める耐用年数を経過する日のいずれか遅い日まで保管して

おかなければならない。 

 

（補助金の返還） 

８ 知事は、交付すべき補助金の額を確定した場合において、既にその額を超える

補助金が交付されているときは、期限を定めて、その超える部分について県に返

還することを命ずる。 

 

（その他） 

９ 特別の事情により４又は５に定める算定方法、手続によることができない場合

には、あらかじめ知事の承認を受けてその定めるところによるものとする。 

 

附 則 

 この要綱は、令和４年１月１８日から施行し、令和３年１０月１日から適用する。 
 
 
 



 
別表１ 

１ 事業区分 ２ 基準額 ３ 対象経費 ４ 補助率 
障害福祉サービス施設・事業所等

における感染防止対策支援事業 
知事が必要と

認めた額 
需用費、 役務

費、備品購入費 
１０ 

１０ 
 



第１号様式

（様式１）総括表

　　令和 年 月 日

殿

　標記について、次のとおり申請します。

（郵便番号 ‐ ）

連絡先

代表者の職・氏名

申請に関する担当者※

申請内容

1 療養介護（定員40人以下） 円

2 療養介護（定員41人～60人） 円

3 療養介護（定員61人以上） 円

4 生活介護 円

5 自立訓練（機能訓練） 円

6 自立訓練（生活訓練） 円

7 就労移行支援 円

8 就労継続支援Ａ型 円

9 就労継続支援Ｂ型 円

10 就労定着支援 円

11 自立生活援助 円

12 児童発達支援 円

13 医療型児童発達支援 円

14 放課後等デイサービス 円

円
短
期
入
所

15 短期入所 円

円

16 施設入所支援（定員40人以下） 円

17 施設入所支援（定員41人～60人） 円

18 施設入所支援（定員61人以上） 円

19 共同生活援助（介護サービス包括型） 円

20 共同生活援助（日中サービス支援型） 円

21 共同生活援助（外部サービス利用型） 円

22 福祉型障害児入所施設（定員40人以下） 円

23 福祉型障害児入所施設（定員41人～60人） 円

24 福祉型障害児入所施設（定員61人以上） 円

25 医療型障害児入所施設（定員40人以下） 円

26 医療型障害児入所施設（定員41人～60人） 円

0 か所 0

0 か所 0

0 か所 0

0

か所 0

0 か所 0

0

障害福祉サービス施設・事業所等における感染防止対策支援事業

令和３年度新型コロナウイルス感染症に係る障害福祉サービス事業所等に対するサービス継続支援事業

（障害福祉サービス施設・事業所等における感染防止対策支援事業）助成金申請書

小　　計

小　　計

0

0 か所 0

0 か所

職　　名

職　　名

E-mail

氏　　名

氏　　名

フリガナ

名　　称

0 か所

か所

か所

か所

0 か所 0

0 か所 0

0 か所 0

0

0

0

0

0

0 か所

0 か所

0 か所 0

0 か所

0

0 か所 0

0 か所 0

0 か所

0 か所 0

0 か所

入
所
・
居
住
系

0

0

0

0

0

か所

か所

0

0

0

0

か所

申
　
請
　
者

4

所在地

通
所
系

0

申請額事業所･施設数

0

0

香川県知事

電話番号

か所

か所 0

0

0

※代表者と異なる場合に入力



第１号様式

障害福祉サービス施設・事業所等における感染防止対策支援事業 申請額事業所･施設数

27 医療型障害児入所施設（定員61人以上） 円

円

28 居宅介護 円

29 重度訪問介護 円

30 同行援護 円

31 行動援護 円

32 居宅訪問型児童発達支援 円

33 保育所等訪問支援 円

円

34 計画相談支援 円

35 地域移行支援 円

36 地域定着支援 円

37 障害児相談支援 円

円

円か所0 0

0

0

0 か所 0

0 か所 0

0

小　　計

小　　計

小　　計

合　　計

0 か所 0

0 か所 0

0 か所 0

訪
問
系

か所

0 か所 0

0

0 か所

0

0

0 か所

0 か所

0 か所

か所

0 か所

0

0 か所 0

0

0

相
談
系



（様式２）事業所・施設別申請額一覧

（単位:円）

No. 事業所・施設名 事業所番号 サービス種別 電話番号 住所 代表となる法人名 基準単価(a) 所要額(b) 申請額(c)
審査結果

（都道府県記入）

1 申請できません
2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

43

44

45

46

47

48

49

50

51

52

53

54

55

56

57

58

59

60

61

62



(様式３）事業所・施設別個票

フリガナ

事業所・施設の名称

サービス種別

（郵便番号 ‐ ）

連絡先 電話番号 E-mail

管理者の氏名

＜積算内訳＞

この補助事業と対象経費を重複して、他の助成金を受けていない。

この補助事業に係る収入及び支出等に係る証拠書類を適切に整備保管する。

サービス種別・申請金額等の申請内容に相違ない。

国保連合会に登録されている口座情報を本事業の振込に使用することに同意する

国保連合会に登録されている口座は債権譲渡されていない

合計（①） 0

　※定員は療養介護、施設入所支援、障
害児入所施設のみ記載

数量等

事
業
所
・
施
設
の
状
況

事業所番号

定員 人

基準単価 所要額

事業所・施設の所在地

品目（マスク等） 所要額(円)

円円

誓　約　事　項

本事業は原則、国保連合会のシステムを活用した補助金の
交付を予定しています。（債権譲渡がある場合等を除く）

債権譲渡されていない場合は、左欄に○を入れて下さい。
※債権譲渡されている場合、都道府県に申請して下さい。

口　座　情　報

令和３年度新型コロナウイルス感染症感染拡大防止継続支援補助金及び令和３年度新型コロナウイルス感染症流行下における介護サー
ビス事業所等のサービス提供体制確保事業における介護サービス事業所・施設における感染防止対策支援事業の助成金交付を受けて
いない。



第２号様式 

                                    

第     号 

年  月  日 

 

 

香 川 県 知 事  殿  

 

 

申請者 所在地                

事業者名                

 

代表者名              
 

 

年度 消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書 

 

 

     年  月  日  第  号により交付決定があった令和３年度障害福祉サービ

ス施設・事業所等における感染防止対策支援事業費補助金（以下「補助金」という。）

について、補助金交付要綱第７の（７）の規定に基づき、下記のとおり報告する。 

 

記 

 

１ 補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和 30 年法律第 179 号）第

15 条に基づく額の確定額又は事業実績報告による精算額 

 

                       金        円 

 

   ２ 消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税及び地方消費税に係る仕入控

除税額（要国庫補助金等返還相当額） 

          

                       金        円 

 

   ３ 添付書類 

      記載内容を確認するための書類（確定申告書の写し、課税売上割合等が把握で

きる資料、特定収入の割合を確認できる資料）を添付する。 


